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(57) Abstract: Multiple proton irradiations are repeatedly performed from the reverse
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an n-type FS layer having a resistance that i s lower than that of the n-type semicon
ductor substrate i s formed in the interior of the n drift layer on the side nearer the re
verse surface of the substrate. During the multiple proton irradiations performed in or
der to form the n-type FS layer, each subsequent proton irradiation i s performed so as
to compensate for a decrease in mobility due to a disorder (7) left from the previous
proton irradiation. Each of the second and subsequent proton irradiations i s performed
so as to target the position of the disorder (7) formed by the preceding proton irradi
ation. I t i s thereby possible to form an n-type FS layer that has little disorder (7), that
makes it possible to minimize the occurrence of characteristic defects such as an in
crease in leak current, and that has a high-concentration hydrogen-related donor layer,
even after proton irradiation and heat treatment.
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プロ トン照射を繰 り返 し行い、 n - ドリフ ト層の基板裏面側の内部
に、 n 型半導体基板よりも低抵抗の n 型 F S 層を形成する。この n
型 F S 層を形成するための複数回のプロ トン照射の際に、前回のプ
口 トン照射で残されたデイスオーダ一 （7 ) による移動度低下を補
償するように、次回のプロ トン照射を行 う。そのとき、 2 回目以降
のプロ トン照射を、その 1 回前のプロ トン照射によ リ形成された
デイスオーダ一 （7 ) の位置を目標にしてプロ トン照射を行う。こ
れによ り、 プロ トン照射 および熱処理後 にも、デ イスオーダ一
( 7 ) が少なく、漏れ電流の増加等の特性不良の発生を抑えること

ができ、かつ高濃度の水素関連 ドナ一層を有する n 型 F S 層を形成
することができる。
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明 細 書

発明の名称 ：半導体装置および半導体装置の製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、半導体装置および半導体装置の製造方法に関する。

背景技術

[0002] 回転モータ一やサ一ボモータ一の制御 に不可欠なコンバ一タ ンバ一

ター等の電力変換装置が公知である。 このような電力変換装置の高効率化、

省電力化のために、それ らに搭載 されるパ ワーダイ才一 ドゃ絶縁ゲ一 卜バイ

ポーラ トランジスタ （I G B T ) 等の半導体装置の低損失化が強 く求め られ

る。

[0003] このような低損失化の要求に対する改善策の一つと して、 ダイオー ドや I

G B T については、素子構造を構成する半導体層のうち最も高抵抗で厚い層

である ドリフ ト層を薄 くすることで、オ ン電流による電圧降下を少な くして

オ ン損失を小さ くするフィール ドス トップ （F S ) 層構造が知 られている。

この F S 層構造は、 ドリフ 卜層の耐圧主接合か ら遠い側の ドリフ 卜層内部 に

、 ドリフ 卜層より高不純物濃度でかつ ドリフ 卜層 と同導電型の F S 層 を設け

た構造である。 この F S 層 を設けることにより、オフ時に耐圧主接合か ら高

抵抗の ドリフ 卜層中に伸びる空乏層が抑え られるため、 ドリフ 卜層を薄 くし

てもパ ンチスルーを防 ぐことができる。

[0004] —方、パ ワーデバイスの作製 （製造）では、 F Z ( フローテ ィングゾーン

) 法 によるインゴッ トか ら切 り出されたウェハ （以下、 F Z ウェハ とする）

がコス トダウンのために用い られる。 F Z ウェハは、製造 プロセスへの投入

時はウェハ割れを少な くするために厚 さ 6 0 0 れm以上の厚い状態で投入さ

れるが、最終的にはオ ン損失低減のために製造 プロセス中に薄化され設計耐

圧に必要な厚 さにまで薄 く研磨される。特 に、 I G B T な どのM O S (金属

—酸化膜 —半導体）型デバイスでは、 F Z ウェハを薄 くするための研磨を、

F Z ウェハのおもて面側 にM 0 S ゲー ト構造、周縁耐圧構造および金属電極



膜などを形成 した後に、 F Z ウェハの裏面側に対 して行う。そして、 F Z ゥ

ェハの裏面を研磨 してウェハ厚を薄 くした後に、 F Z ウェハの研磨された裏

面側にF S 層やコレクタ層を形成する。そのため、従来方法では、 F Z ゥェ

ハのおもて面側の半導体機能層に悪影響を及ぼさない条件で F S 層を形成す

るという制約を受ける。このため、 F S 層を形成することは容易ではなく、

通常は拡散係数の大きい n 型不純物元素などを用いて F S 層を形成 している

。なお、結晶純度の高いポリシリコンを原料とするF Z ウェハのほかにも、

C Z ウェハを原料とするF Z ウェハ、あるいは高比抵抗のC Z ウェハを用い

る場合もある。

[0005] また、最近はプロ トン照射による ドナ一化を利用 して F S 層を形成する方

法も開発されている。このプロ トン照射によるF S 層の形成方法は、 F Z バ

ルクウェハにプロ トンイオン （H +) を照射 して生成された結晶欠陥を熱処理

によって回復させるとともに、 F Z バルクウェハ内部のプロ トンの平均飛程

Pの近傍でプロ トンを ドナ一化させて高濃度の n 型領域を形成する方法で

ある。

[0006] プロ トン照射によって高濃度の n 型領域を形成するにあたって、プロ トン

の照射位置に電子/ 正孔の移動度の低下が発生することに関する記述がある

(例えば、下記特許文献 1参照）。また、プロ トン照射によって高濃度の n

型領域を形成するにあたって、阻止ゾーン （F S 層）の形成のためのプロ 卜

ン照射条件およびプロ トン照射後の好ましい熱処理条件が提案されている （

例えば、下記特許文献 3 ~ 7 参照）。プロ トンはその他のイオンと異なり、

半導体層内の結晶欠陥と結合させることでキヤリァ濃度が回復するため、プ

口 トン照射時に半導体層内に生成された結晶欠陥濃度が高い程、高いキヤリ

ァ濃度が得 られるという趣旨の記載もある （例えば、下記特許文献 2 参照）

[0007] また、下記特許文献 1 では、プロ トン照射に起因する電子/ 正孔の移動度

が低下する領域について記述されている。その記述によれば、ウェハの裏面

近傍にプロ トン照射により生成された高濃度の結晶欠陥層がキヤリアの移動



度を低下させることが報告されている。下記特許文献 2 には、プロ トン照射

により生成された結晶欠陥を熱処理で回復させる際に、プロ トンによる ドナ

—層が消滅 しない程度に結晶欠陥を残留させるという記述がある。これらの

記述は、通常のリン （P ) や砒素 （A s ) のようなシリコン （S i ) の格子

位置に存在する不純物原子が最外殻の電子をやり取りするのに対 し、水素 （

H ) に起因する ドナ一 （以下、水素関連 ドナ一とする）がプロ トン照射によ

りシ リコンに形成された複数の格子欠陥 （複空孔など）と照射された水素原

子とからなる複合欠陥から電子を供給することに起因するものである。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：米国特許出願公開第 2 0 0 5 / 0 6 2 4 9 号明細書

特許文献2 ：特開 2 0 0 6 _ 3 4 4 9 7 7 号公報

特許文献3 ：米国特許出願公開第 2 0 0 6 / 0 0 8 9 2 3 号明細書

特許文献4 : 特表 2 0 0 3 — 5 3 3 0 4 7 号公報

特許文献5 ：米国特許出願公開第 2 0 0 9 / 0 8 6 4 6 号明細書

特許文献6 ：米国特許出願公開第 2 0 0 8 / 0 0 0 1 5 7 号明細書

特許文献7 ：米国特許出願公開第 2 0 0 7 / 0 2 0 1 7 0 号明細書

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0009] しか しながら、上記のようにプロ トン照射によって半導体基板 （F Z ゥェ

ハ）の不純物濃度よりも高濃度の水素関連 ドナーを形成する場合、プロ 卜ン

照射により半導体基板内にディスオーダ一 （格子欠陥密度が多く、かつ結晶

位置からの原子の移動幅も大きい状態であり、アモルファスに近い状態）が

多く導入され、その結果、キヤリァの移動度も結晶における理想値から大き

く低下 して しまう。このような状態でデバイスを作製 した場合、デバイスに

電圧を印加 したときに広がる空乏層がディス才一ダ一の残る領域に達 したと

きに、欠陥中心から大量のキャリアが発生 し、許容範囲を超える大きさの漏



れ電流 が発生す る。 また、 キ ャ リアの移動度 が低 下 しているため、 I G B T

のオ ン電圧 も増加 し、導通損 失が増 大す る。 さ らに、半導体基板 内のデ ィス

オー ダ一は再結合 中心 とな るため、 キ ヤ リア濃度 が低 下 して ター ンオ フ時 に

キ ヤ リァが枯渴 しゃす くな り、 ター ンオ フ発振 の原 因 にもな る。

[001 0] この よ うな問題 を解消 す るため にァニール によ り半導体基板 内の結 晶欠陥

を回復 させてデ ィスオー ダ一 を除去 した場合、水素 関連 ドナ一はそれ 自体 が

複合欠陥であ るため、 デ ィス才一 ダ一 を除去 す るための ァニール によ り水素

関連 ドナ一 自体 も消滅 して しまう。 この よ うに、所望 の水素 関連 ドナ一濃度

の確保 と、半導体基板 内に残留 す るデ ィスオー ダ一の除去 との間 には 卜レー

ドオ フの関係 があ る。 この トレ一 ドオ フの関係 を改善 す るため には、半導体

基板 内に水素 関連 ドナ一 を残 しつつ、 デ ィスオー ダ一 を十分 に除去 す る必要

があ るが、 その よ うな状態 を実現 す る方法 は まだ確立 されていない。 したが

つて、 デ イスオー ダー を十分 に除去 して も所望 の水素 関連 ドナー濃度 を確保

可能 な新 しい手段 を開発 す る ことが急務 であ る。

[001 1] また、 良好なスイ ッチ ング特性 を得 るため には、半導体基板 の裏面 か ら少

な くとも 1 5 m よ りも深 い領域 に F S 層 を形成 す る必要 があ る。 しか しな

が ら、半導体基板 の裏面 か ら 1 5 m よ り深 い領域 に F S 層 を形成 す るため

にプロ トン照射 の平均飛程 を 1 5 m 以上 に設定 した場合、半導体基板 の裏

面 か ら 1 5 m の深 さまでの プロ トンが通過 す る領域 が、広 が り抵抗測定法

( S R ：S p r e a d — R e s i s t a n c e P o f i I i n g ) お こ

よるキ ヤ リァ濃度 が半導体基板 の ドー ピング濃度 よ りも極 めて低 くな る領域

、 すなわちデ ィス才一 ダ一の領域 とな る ことが発 明者 らによ って確認 された

[001 2] 図 8 は、従来 の プロ トン照射 の平均飛程 とキ ャ リア濃度 との関係 を示 す特

性 図であ る。 図 8 には、 シ リコン基板 にプロ トンを照射 し、 3 5 0 °C で熱処

理 を した後 に、 S R 法 によ り測定 したシ リコン基板 のキ ヤ リァ濃度 を示 す。

図 8 ( a ) が プ ロ トン照射 の平均飛程 を 5 0 m と した場合、 図 8 ( b ) が

プ ロ 卜ン照射 の平均飛程 を同 じく 2 0 れ m と した場合、 図 8 ( c ) が プ ロ 卜



ン照射の平均飛程 を 1 0 m と した場合である。 それぞれ横軸 が、 プロ トン

の入射面か らの距離 （深 さ）である。 図 8 ( c ) の プロ トン照射の平均飛程

1 O m では、 プロ トンの通過領域 は特 にキャ リア濃度 の低下は見 られない

。一方、 図 8 ( b ) の プロ トン照射の平均飛程 2 0 m では、 キャ リア濃度

が基板濃度 よ りも低 くな り、 キャ リア濃度 の低下が見 られ る。 すなわち、デ

イスオーダ一が残留 している領域 である。 さ らに、 図 8 ( a ) の プロ トン照

射の平均飛程 5 0 m では、通過領域 のキヤ リァ濃度 の落ち込みが顕著 であ

り、デ ィス才一ダ一が多 く残留 していることがわかる。 このように、半導体

基板 内にデ ィス才一ダ一の領域 が存在 する場合、上述 したように漏れ電流や

導通損失が増大するため、デ ィスオーダ一を除去する必要がある。

[001 3] 本発明は、上述 した従来技術 による問題点 を解消するため、デ イスオーダ

—の度合 いが小 さ く、 かつ水素関連 ドナ一濃度 の高い領域 を備 えた半導体装

置 および半導体装置の製造方法 を提供 することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0014] 上述 した課題 を解決 し、本発明の 目的を達成 するため、 この発明にかかる

半導体装置の製造方法 は、 n 型半導体基板 の一方の主面側 に設 け られた耐圧

保持用 P n 接合 と、前記 n 型半導体基板 の他方の主面側 の内部 に設 け られ、

かつ前記 n 型半導体基板 よ りも低抵抗な、前記耐圧保持用 p n 接合か らの空

乏層の広が りを抑 えるための n 型 フィール ドス トップ層 と、 を備 えた半導体

装置の製造方法であ って、次の特徴 を有 する。前記 n 型半導体基板 の他方の

主面か ら複数 回の プロ トン照射 を繰 り返 し行 い、前記 n 型半導体基板 の他方

の主面側 の内部 に前記 n 型 フィ一ル ドス 卜ップ層 を形成 するプロ 卜ン照射ェ

程 を行 う。前記 プロ トン照射工程 では、前記 プロ トン照射 を繰 り返す毎 に、

前 回の前記 プロ トン照射で残 されたデ ィスオーダ一による移動度低下 を補償

するように次回の前記 プロ トン照射 を行 う。

[001 5] また、 この発明にかかる半導体装置の製造方法 は、上述 した発明において

、前記 プロ 卜ン照射工程 では、前 回の前記 プロ 卜ン照射の照射深 さよ りも次

回の前記 プロ 卜ン照射の照射深 さを浅 くすることが好 ま しい。



[001 6] また、 この発明にかかる半導体装置の製造方法 は、上述 した発明において

、前記 プロ トン照射工程 では、 2 回 目以降の前記 プロ トン照射 を、 その 1 回

前 の前記 プロ 卜ン照射 によ り形成 された前記デ ィス才一ダ一の位置 に基づい

て前記 プロ トン照射 を繰 り返す ことが好 ま しい。

[001 7] また、 この発明にかかる半導体装置の製造方法 は、上述 した発明において

、前記 プロ トン照射工程 では、 2 回 目以降の前記 プロ トン照射 によ り形成 さ

れ る不純物濃度分布の ピー クによって、 1 回 目の前記 プロ トン照射 によ り形

成 され る前記デ ィス才一ダ一によ り不純物濃度 が低 くな つた部分が補償 され

るように、前記 プロ トン照射の加速エネル ギーおよび ドーズ量 を調節するこ

とも好適である。

[001 8] また、 この発明にかかる半導体装置の製造方法 は、上述 した発明において

、前記 プロ トン照射工程 では、前 回の前記 プロ トン照射後 にデ ィス才一ダ一

によ り最 も移動度 が低下 している深 さを、次回の前記 プロ トン照射の照射深

さとすることが好 ま しい。

[001 9] また、 この発明にかかる半導体装置の製造方法 は、上述 した発明において

、前記 プロ トン照射の加速エネル ギー E の常用対数値 I o g ( E ) を y と し

、前記 プロ トン照射の前記他方の主面か らの平均飛程 R P の常用対数値 I o

g ( R p ) を x と した ときに、 y = — 0 . 0 0 4 7 x 4+ 0 . 0 5 2 8 x 3 - 0

. 2 x 2+ 0 . 9 9 2 3 x + 5 . 0 4 7 4 を満 たす ことが好 ま しい。

[0020] また、 この発明にかかる半導体装置の製造方法 は、上述 した発明において

、本発明にかかる半導体装置 をダイオー ドまたは I G B T とす ることがで き

る。

[0021 ] また、上述 した課題 を解決 し、本発明の 目的を達成 するため、 この発明に

かかる半導体装置 は、次の特徴 を有 する。 n 型半導体基板 の一方の主面側 に

耐圧保持用 P n 接合が設 け られている。前記 n 型半導体基板 の他方の主面側

の内部 に、前記 n 型半導体基板 よ りも低抵抗な、前記耐圧保持用 p n 接合 か

らの空乏層の広が りを抑 えるための n 型 フィ一ル ドス 卜ップ層が設 け られて

いる。前記 n 型 フィール ドス トップ層 は、前記 n 型半導体基板 の深 さ方向の



異なる位置に複数の不純物濃度 ピークを有する不純物濃度分布をなす。複数

の前記不純物濃度 ピークのうち、最も前記 n 型半導体基板の一方の主面側の

前記不純物濃度 ピークは、前記 n 型半導体基板の他方の主面から 1 5 m以

上の深さに位置する。前記 n 型フィ一ル ドス トツプ層の前記不純物濃度 ピ一

クの位置と前記 n 型半導体基板の他方の主面との距離は、当該不純物濃度 ピ

一クの前記 n 型半導体基板の一方の主面側に隣り合う前記不純物濃度 ピーク

の位置と前記 n 型半導体基板の他方の主面との距離の半分以上である。

[0022] また、この発明にかかる半導体装置は、上述 した発明において、複数の前

記不純物濃度 ピークのうち、最も前記 n 型半導体基板の他方の主面側の前記

不純物濃度 ピークは、前記 n 型半導体基板の他方の主面から6 m以上 1 5

m以下の深さに位置することが好ましい。

発明の効果

[0023] 本発明にかかる半導体装置および半導体装置の製造方法によれば、プロ 卜

ン照射および熱処理後に半導体基板内にあらわれたデイスオーダーの度合い

を小さくすることができるという効果を奏する。また、本発明にかかる半導

体装置および半導体装置の製造方法によれば、漏れ電流の増加等の特性不良

の発生を抑制 し、かつ水素関連 ドナ一濃度の高い領域を形成することができ

るという効果を奏する。

図面の簡単な説明

[0024] [ 図1] 図 1 は、実施の形態 1 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プ

口ファイルを示す特性図である。

[ 図2] 図 2 は、一般的な I G B T の構造を模式的に示す断面図である。

[ 図3] 図 3 は、実施の形態 1 にかかる半導体装置の製造方法の概要を示すフロ

一チヤ一卜である。

[ 図4] 図4 は、実施の形態 1 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プ

口ファイルの別の一例を示す特性図である。

[ 図5] 図 5 は、実施の形態 2 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プ

口ファイルを示す特性図である。



[ 図6] 図 6 は、実施の形態 3 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プ

口ファイルを示す特性図である。

[ 図7] 図 7 は、実施の形態 3 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プ

口ファイルの別の一例を示す特性図である。

[ 図8] 図 8 は、従来のプロ トン照射の平均飛程とキャリア濃度との関係を示す

特性図である。

[ 図9] 図 9 は、電圧波形が振動を始める閾値電圧について示す特性図である。

[ 図10] 図 1 0 は、一般的な I G B T の構成およびネッ卜ドーピング濃度を示

す説明図である。

[ 図11] 図 1 1 は、 I G B T のターンオフ時の発振波形である。

[ 図12] 図 1 2 は、本発明にかかる半導体装置のプロ トンの飛程とプロ トンの

加速ェネルギ一との関係を示す特性図である。

[ 図13] 図 1 3 は、本発明にかかる半導体装置において空乏層が最初に達する

F S 層の位置条件を示す図表である。

発明を実施するための形態

[0025] 以下に添付図面を参照 して、本発明にかかる半導体装置および半導体装置

の製造方法の好適な実施の形態を詳細に説明する。本明細書および添付図面

においては、 n または p を冠記 した層や領域では、それぞれ電子または正孔

が多数キャリアであることを意味する。また、 n や p に付す+ および一は、

それぞれそれが付されていない層や領域よりも相対的に不純物濃度が高いま

たは低いことを意味する。なお、以下の実施の形態の説明および添付図面に

おいて、同様の構成には同一の符号を付 し、重複する説明を省略する。本発

明はその要旨を超えない限り、以下に説明する実施の形態の記載に限定され

るものではない。

[0026] (実施の形態 1 )

図 2 は、一般的な I G B T の構造を模式的に示す断面図である。図 2 ( a

) には、一般的な従来のプロ トン照射法により形成 した n 型 F S (フィ一ル

ドス トップ）層 3 を有する I G B T の概略断面図を示す。図 2 ( b ) には、



周知の広がり抵抗測定 （S R ) 法で測定 した n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロ

ファイル を示す。ただ し、 I G B T を例に説明する本発明にかかる半導体装

置の概略断面図についても、図 2 ( a ) と同様の層構造となる。このため、

本発明にかかる半導体装置の説明においても図 2 ( a ) を断面図として用い

る。本発明にかかる半導体装置の製造方法によって製造される I G B T が従

来方法によって製造される I G B T と異なる点は、図 2 ( b ) に示す n 型 F

S 層 3 の不純物濃度プロファイルである。本発明にかかる I G B T の n 型 F

S 層 3 の不純物濃度プロファイルについては後述する。

[0027] 図 1 0 は、一般的な I G B T の構成およびネッ卜ドーピング濃度を示す説

明図である。図 1 0 に示す一般的な I G B T では、 n 型半導体基板からなる

n - ドリフ ト層 1 (高抵抗半導体層）の一方の主面側に、 p ベース層 3 3 、 n +

ェミッタ層 2 、ゲ一 卜絶縁膜 4 3 およびゲ一 卜電極 4 2 からなるM O S ゲ一

卜構造が形成されている。なお、図 2 ( a ) では、簡略化のためM O S ゲ一

卜構造の n +ェミッタ層 2 以外の構成部を図示省略する。 n - ドリフ 卜層 1 の他

方の主面側には、 n - ドリフ ト層 1 よりも不純物濃度が高く、プロ 卜ン照射に

より形成された n 型 F S 層 3 と、 n 型 F S 層 3 の表面 （他方の主面）側に接

する P コレクタ層 4 とが形成されている。 n 型 F S 層 3 は、基板深さ方向の

異なる位置に複数の不純物濃度 ピーク （プロ トンピーク）の 1段目6 a 、 2

段目6 b 、 3 段目6 c を備える。それぞれのプロ トンピークのェミッタ電極

3 1 からの距離は、例えば順に6 0 ， 9 0 ， 1 1 5 mである。基板おもて

面側には、 p ベース層 3 3 、 n +ェミッタ層 2 に接触するェミッタ電極 3 1 が

形成されている。基板裏面には、 p コレクタ層 4 に接触するコレクタ電極 3

2 が形成されている。なお、 p コレクタ層 4 に接するように n 型 リークス ト

ップ層 3 8 が形成されているが、無 くても構わない。

[0028] このようにプロ トン照射によりn 型 F S 層 3 を形成すること自体は周知の

技術である。 しか し、前述の特許文献 1、 2 にも記載があるように、プロ 卜

ン照射によりドナ一化された層 （以下、水素関連 ドナ一層とする）を形成す

るには、プロ トン照射に伴って発生する結晶欠陥を、プロ トン照射後のァニ



—ル処理 によって回復 させずに残す必要がある。上述 した従来方法では、 n

型 F S 層 3 内に結晶欠陥を残すことにより n 型 F S 層 3 の不純物濃度 ピ一ク

(以下、 プロ トンピークとする） 6 a が大 きくなるが、デ ィス才一ダ一 7 も

残留するため、デ ィスオーダ一 7 に起因 して漏れ電流の増大等の問題が発生

することがある。

[0029] 本発明の特徴は、 この n 型 F S 層 3 をプロ トン照射により形成 した場合に

n 型 F S 層 3 内に生 じるデ ィスオーダ一 7 の発生を抑えるためのプロ トン照

射方法の改善 にかかる。 I G B T 1 0 のその他の部分 （基板おもて面のM O

S ゲ一 卜構造、酸化膜、 p n 接合、電極、保護膜など）については、公知の

製造方法 と同様の製造方法により形成することができる。 したがって、以下

の説明では、公知の I G B T の製造方法の部分については詳細な説明を省略

する。

[0030] まず、実施の形態 1 にかかる半導体装置の製造方法について、 I G B T を

製造する場合を例 に図 3 を参照 して説明する。図 3 は、実施の形態 1 にかか

る半導体装置の製造方法の概要を示すフローチ ヤ一 卜である。 まず、一般的

な方法により、 n 型半導体基板 （ウェハ）のおもて面に p ベース層 （不図示

) 、 n +ェ ミッタ層 2 、ゲ一 卜絶縁膜 （不図示）、ゲ一 卜電極 （不図示）など

か らなるM O S ゲ一 卜構造などを形成するおもて面形成工程 を行 う （図 3 (

a ) ) 。

[0031 ] 次 に、 p ベース層 と n +ェミッタ層 2 との両表面に共通に導電接触する例え

ばアル ミニウム （A I ) 電極か らなるェミッタ電極 （不図示）を形成するお

もて面 A I 電極工程 を行 う （図 3 ( b ) ) 。次に、 n 型半導体基板のおもて

面側 に表面保護膜 となるポ リィミ ド膜 を形成する表面保護膜形成工程 を行 う

(図 3 ( c ) ) 。次に、 n 型半導体基板 を、耐圧 との関係で決 まる所要の厚

さに減ずるために、 n 型半導体基板の裏面を研削する薄 ウェハ化工程 を行 う

(図 3 ( d ) ) 。

[0032] 次 に、 n 型半導体基板の研削された裏面側 に複数回のプロ トン照射および

ボロン （B ) のイオ ン注入を行 った後、 ァニール処理 により n 型 F S 層 3 お



よび p コレクタ層 4 を形成する裏面拡散層工程を行う （図 3 ( e ) ) 。そ し

て、真空スパッタ法などにより、 P コレクタ層 4 の表面に導電接触するコレ

クタ電極となる金属膜を形成する裏面電極工程を行うことで （図 3 ( f ) )

、実施の形態 1 にかかるF S構造の I G B T が完成する。

[0033] 上述 した裏面拡散層工程における複数回のプロ トン照射により、 n 型 F S

層 3 は、基板深さ方向の異なる位置に複数の不純物濃度 ピーク （プロ トンピ

—ク）を有する不純物濃度プロファイルとなる。以下、m回目のプロ トン照

射により形成されたプロ トンピークをm段目6 n のプロ トンピークとする （

m = , , n = a , b , ) 。裏面拡散層工程における複数

回のプロ トン照射方法については後述する。

[0034] 次に、 n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロファイル について説明する。図 1 は

、実施の形態 1 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プロファイル

を示す特性図である。図 1 には、図 2 ( a ) に示す半導体装置を製造するに

あたって、 n 型半導体基板の裏面からプロ トン照射 し、ァニ一ル処理 した後

の n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロファイルを示す。縦軸は n 型 F S 層 3 の不

純物濃度であり、横軸は n 型半導体基板の裏面からの深さである。図 1 に示

す n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロファイルは、周知のS R法によって得るこ

とができる （図4 ~ 7 についても同様）。測定装置等において広がり抵抗か

ら比抵抗およびキヤリァ濃度を換算する際に用いられる移動度の値は、通常

、シリコン結晶の移動度の値が用いられる。そのため、換算されたキャリア

濃度は実際の移動度の低下を反映 して、活性化 ドーパン 卜濃度よりも低濃度

に算出される。

[0035] 図 1 は、デイスオーダ一が無 くなるまたはデイスオーダ一の度合いが小さ

くなるまでプロ トン照射およびァニール処理を繰 り返 し行ったときの n 型 F

S 層 3 の不純物濃度プロファイルの推移を示 している （図 5 ~ 7 においても

同様）。図 1 ( a ) は、 1 回目のプロ トン照射およびァニール処理後の n 型

F S 層 3 の不純物濃度プロファイルである。図 1 ( a ) に示すように、 1 回

目のプロ トン照射およびァニ一ル処理後に、不純物濃度の高い 1 つの山 （プ



口 トンピーク、 1段目6 ) が n 型 F S 層 3 の基板裏面から深いところに形

成されるが、その照射面側 （基板裏面側）にはシリコン基板 （半導体基板）

の不純物濃度よりも大きく不純物濃度が低下 したディス才一ダ一 7 の領域 （

点線で囲む部分）がある。すなわち、図 1 ( a ) は、ディス才一ダ一 7 があ

る場合、広がり抵抗から換算 した不純物濃度に移動度の低下が反映されて、

不純物濃度の低下となって現れることを示 している。

[0036] 図 1 ( b ) は、 2 ，3 回目のプロ トン照射およびァニール処理後の n 型 F

S 層 3 の不純物濃度プロファイルである。図 1 ( b ) は、 2 段目6 b のプロ

トンピークを、基板裏面と 1段目6 a のプロ トンピーク位置との中間位置よ

りも基板裏面から浅い位置に形成 したときの n 型 F S 層 3 の不純物濃度プ口

ファイルである。また、図 1 ( b ) には、さらに基板裏面に近い位置に、 3

段目6 c のプロ トンピークも形成 している。図 1 ( b ) に示すように、 2 ，

3 回目のプロ トン照射およびァニール処理後においても、 1段目6 a のプロ

トンピークと2 段目6 b のプロ トンピークとの間の領域に、シリコン基板の

不純物濃度よりも不純物濃度が大きく低下 したデイスオーダ一 7 が残ってい

る。図 1 ( a ) 、 ( b ) に示されるように、ディス才一ダ一 7 の領域が n

型 F S 層 3 内に形成された場合、オフ時に I G B T 1 0 の耐圧主接合から伸

びる空乏層がディス才一ダ一 7 の領域に侵入 したときに、ディス才一ダ一 7

が漏れ電流の発生中心となり、漏れ電流が増加するため、好ましくない。

[0037] 以下、前述の図 1 ( a ) 、 ( b ) に示される n 型 F S 層 3 内の不純物濃

度の低下 （移動度の低下）を抑えることのできる実施の形態 1 にかかるプロ

トン照射方法について詳細に説明する。図 1 ( c ) は、照射位置を調整 して

2 回目のプロ トン照射およびァニール処理を行った後、 3 回目のプロ トン照

射およびァ二一ル処理を行つたときの n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロフアイ

ルである。実施の形態 1 においては、 I G B T 1 0 の裏面側に n 型 F S 層 3

を形成するための 1 回目のプロ トン照射後に、基板裏面側からプロ トンの加

速エネルギー等の照射条件を変えて、かつ 1段目6 a のプロ トンピーク位置

よりも基板裏面から浅い位置に複数回のプロ トン照射を順次行い、ァニ一ル



処理を行う。すなわち、図 1 ( a ) に示す 1 回目のプロ トン照射後に、複数

回のプロ トン照射によりn 型 F S 層 3 内に水素関連 ドナ一層を形成 し、 n 型

F S 層 3 の水素関連 ドナ一濃度を補償する。これにより、図 1 ( c ) に示す

ように、 1 回目のプロ 卜ン照射で形成されたディス才一ダ一 7 の度合い （デ

イスオーダ一 7 による不純物濃度の低下度合い）を小さくする、またはディ

ス才一ダ一 7 を無 くすことができる。ディス才一ダ一 7 の度合いが小さくな

る理由は、注入されたプロ トン （すなわち水素原子）がディス才一ダ一 7 の

度合いが最も大きい部分に存在するダングリングボン ドを終端するからであ

ると推測される。

[0038] 具体的には、まず、 1 回目のプロ トン照射後に、 1 回目のプロ トン照射に

より形成されたディス才一ダ一 7 の分布をS R法により測定する。そして、

ディス才一ダ一 7 の基板裏面からの深さに基づいてディス才一ダ一 7 の度合

いを小さくするまたはディス才一ダ一 7 を無 くすように、図 1 ( a ) の n 型

F S 層 3 の不純物濃度プロファイル に対 して、図 1 ( a ) の 1段目6 a のプ

口 トンピーク位置よりも基板裏面から浅い位置、例えば図 1 ( a ) に矢印で

示す 2 ，3 段目照射位置にそれぞれ 2 ，3 回目のプロ トン照射を行う。 1 ~

3 回目のプロ トン照射は、それぞれ異なる加速エネルギーで行う。上述のよ

うに、 2 段目6 b のプロ トンピークを、基板裏面と 1段目6 a のプロ トンピ

—クとの中間位置よりも基板裏面から浅い位置に形成 した場合、 1段目6 a

のプロ トンピークと2 段目6 b のプロ トンピークとの中間位置にディス才一

ダ一 7 が残る （図 1 ( b ) ) 。この理由は、 2 段目6 b のプロ トン照射位置

が適切でないからである。具体的には、 1段目6 a のプロ トンピーク位置と

2 段目6 b のプロ トンピーク位置との間の距離 b が、 2 段目6 b のプロ トン

ピーク位置と照射面 （基板裏面）との距離 a よりも大きく、その結果、 2 段

目6 b のプロ トンピーク （水素関連 ドナ一層）による ドーピングの補償効果

が小さくなったからである。

[0039] そこで、図 1 ( c ) に示すように、 2 回目のプロ トン照射位置を 1 回目の

プロ トン照射により生 じたデイスオーダ一 7 の位置またはその近傍にすれば



、デ ィス才一ダ一 7 をほぼ無 くす ことがで きることがわかる。 このため、図

( c ) に示すように、 2 回 目のプロ トン照射位置 を調整 して、 2 段 目 6 b

の プロ トンピーク （水素関連 ドナ一層）による ドー ピングの補償効果 を大 き

くする。 2 回 目のプロ トン照射位置 と基板裏面 との距離 は、例 えば 1 回 目の

プロ トン照射位置 と基板裏面 との距離の半分以上であるのがよい。すなわち

、 2 回 目のプロ 卜ン照射の平均飛程 は、 1 回 目のプロ 卜ン照射の平均飛程の

半分以上であるのがよい。平均飛程 とは、 ガウス分布であ らわされる n 型 F

S 層 3 の不純物濃度分布の ピーク濃度位置の、基板裏面か らの深 さである。

具体的には、平均飛程 とは、基板裏面か らプロ トンピーク位置 までの深 さで

ある。 2 回 目のプロ トン照射位置の設定方法 については後述する。図 1 ( c

) に示す 2 回 目のプロ トン照射位置 と、図 1 ( b ) に示す 2 回 目のプロ トン

照射位置 との差分 を、図 1 ( c ) に白抜 き矢印で示す。特 に限定 しないが、

このようにデ ィス才一ダ一 7 の無い n 型 F S 層 3 の不純物濃度 プロファイル

を得た場合の、 3 回のプロ 卜ン照射の具体的なィ才 ン注入条件の一例 を以下

に示す。

[0040] 段 目 6 a の プロ トンピークを形成するためのプロ トン照射 （すなわち 1

回 目のプロ トン照射）の加速エネルギーおよび ドーズ量は、 それぞれ 2 . 3

M e V および 3 X 0 13 / c m 2である。 2 段 目 6 b の プロ トンピークを形成す

るためのプロ トン照射 （すなわち 2 回 目のプロ トン照射）の加速エネルギー

および ドーズ量は、 それぞれ 1 . 5 M e V および 3 X 1 0 13 / c m 2である。 3

段 目 6 c の プロ トンピークを形成するためのプロ トン照射 （すなわち 3 回 目

のプロ トン照射）の加速エネルギーおよび ドーズ量は、 それぞれ 0 . 5 M e

V および 2 X 1 0 14 / c m 2である。 3 回 目のプロ トン照射の平均飛程 は、例 え

ば基板裏面か ら6 m ~ 1 5 m程度である。 プロ トン照射後のァニ一ル処

理 は、還元雰囲気中 （例 えば水素濃度 3 % の水素雰囲気、 も しくは水素 を含

む窒素雰囲気）において、 4 5 0 °C程度の温度で 5 時間程度 とするのが好 ま

しい。

[0041 ] また、上記のような 3 段照射 に代 えて 4 段照射 とする場合 には、 4 回のプ



口 トン照射の具体的なイオン注入条件は、次のとおりである。 1 回目のプロ

卜ン照射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 1 . 5 M e V および

2 X 1 0 13 c m 2である。 2 回目のプロ トン照射の加速エネルギーおよび ド一

ズ量は、それぞれ 1 . 1 M e V および 2 X 1 0 13 / c m2である。 3 回目のプロ

トン照射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 0 . 8 M e V および

5 X 0 13 / c m2である。 4 段目のプロ トンピークを形成するためのプロ トン

照射 （すなわち4 回目のプロ トン照射）の加速エネルギーおよび ドーズ量は

、それぞれ 0 . 4 M e V および 1 X 1 0 14/ c m2である。プロ トン照射後のァ

ニール処理は、還元雰囲気中において、 3 8 0 °C ~ 4 5 0 °C程度の温度で 5

時間程度とするのが好ましい。

[0042] 図 1 ( c ) に示すように、 1段目6 a のプロ トンピークと2 段目6 b のプ

口 トンピークの位置関係は、本発明の重要なポイン トである。図 1 ( a ) の

ように、 1段目6 a のプロ トンピークを形成 しただけでは、 1段目6 a のプ

口 トンピーク位置よりも照射面 （基板裏面）側にディス才一ダ一 7 が形成さ

れる。ディス才一ダ一 7 の度合いが最も大きい位置は、移動度の低下が最も

大きくなるところであり、 S R法で測定 した不純物濃度が最も低 くなるとこ

ろである。すなわち、基板裏面と 1段目6 a のプロ トンピーク位置との中間

位置よりも 1段目6 a のプロ トンピーク側に深い位置で、ディス才一ダ一 7

の度合いが最も大きくなる。この理由は、シリコン基板に照射された水素ィ

オン （プロ トン）がシリコン原子に衝突 してエネルギーを与え、シリコン格

子に歪、すなわちディス才一ダ一 7 を形成 しながら減速するときに、プロ 卜

ンの飛程 R p の位置とその近傍のシリコン格子がプロ トンから最も多くのェ

ネルギ一を与えられる領域となるからである。

[0043] 特に、シリコン基板に照射されたプロ 卜ンからシリコン格子が最も多くの

エネルギーを受ける領域が、ディスオーダ一 7 の発生 した領域中で最も移動

度が低 くなる位置、すなわち最もキャリア濃度が低 くなる位置となる。この

ため、 2 回目のプロ トン照射により2 段目6 b のプロ トンピークを形成する

位置は、 1 回目のプロ トン照射によりディス才一ダ一 7 の度合いが最も大き



い位置またはその近傍であればよい。具体的には、 2 回目のプロ トン照射に

より2 段目6 b のプロ トンピークを形成する位置は、基板裏面と 1段目6 a

のプロ トンピーク位置との中間位置よりも基板裏面から 1段目6 a のプロ 卜

ンピーク位置側に深い位置である。このように2 段目6 b のプロ トンピーク

位置を決定することにより、 2 回目のプロ 卜ン照射の飛程 R 近傍で水素関

連 ドナ一が形成されるときに、 2 回目のプロ トン照射の飛程 R p と 1 回目の

プロ 卜ン照射の飛程 R p との間にあるディス才一ダ一 7 が、 ドナ一化に必要

な欠陥を供給するようになる。その結果、デイスオーダ一 7 の領域の欠陥が

ドナ一形成を補償することで ドナ一形成が増強され、ディス才一ダ一 7 が除

去される。

[0044] 以上のことから、 1 回目のプロ 卜ン照射の飛程 R p と2 回目のプロ トン照

射の飛程 R P との差分が、 2 回目のプロ 卜ン照射の飛程 R p よりも小さくな

ることが好ましい。 1 回目のプロ 卜ン照射の飛程 R p と2 回目のプロ トン照

射の飛程 R p との差分が、 2 回目のプロ 卜ン照射の飛程 R の半分以下であ

れば、確実にディス才一ダ一 7 が除去されるため、より好ましい。または、

1段目6 a のプロ トンピーク位置 ( S R法により測定 したキヤリア濃度のピ

—ク位置）と2 段目6 b のプロ トンピーク位置との間の距離 b が、 2 段目6

b のプロ トンピーク位置と基板裏面との距離 a よりも小さいことが好ましく

、より好ましくは半分以下であるとよい。

[0045] または、 1段目6 a のプロ トンピークの形成によって生 じるディス才一ダ

— 7 のうち、 S R法により測定 したキャリア濃度が最も低 くなる位置 （移動

度が最も低 くなる位置）から基板裏面までの距離と2 回目のプロ トン照射の

飛程 R P との差分が、 2 回目のプロ 卜ン照射の飛程 R p よりも小さくなるこ

とが好ましく、より好ましくは半分以下であるとよい。また、 S R法により

測定 したキヤリァ濃度が最も低 くなる位置と2 段目6 b のプロ トンピーク位

置との間の距離 b が、 2 段目6 b のプロ トンピーク位置と基板裏面との距離

a よりも小さいことが好ましく、より好ましくは半分以下であるとよい。

[0046] n 型 F S 層 3 の内部に形成されるプロ トンピークの総数は、 3 つ以上であ



るのが好ましい。その理由は、次のとおりである。複数のプロ トンピークの

うち、最も浅い位置 （すなわち最も基板裏面に近いプロ トンピーク）は、空

乏層が p コレクタ層 4 に達 しないように （所望のフィール ドス トツプ機能が

得 られるように）、基板裏面から約 5 m未満の深さに形成する。このため

、 n 型 F S 層 3 の内部に形成されるプロ トンピーク総数を2 つとした場合、

最も浅い位置に形成される2 段目のプロ トンピークを所望のフィール ドス 卜

ップ機能を得るために基板裏面から5 m とし、最も深い位置に形成される

段目のプロ トンピークを例えば基板裏面から約 5 0 m とする。このとき

、 段目のプロ トンピークと 2 段目のプロ トンピークとは 4 5 m離れるた

め、ディス才一ダ一が生 じ易くなる。このため、基板裏面から浅い位置に形

成されるプロ トンピークと基板裏面から深い位置に形成されるプロ トンピ一

クとの間にもう 1 つのプロ トンピークを形成するのが好ましい。これにより

、上述のように n 型 F S 層 3 の水素関連 ドナ一濃度が補償され、移動度の低

下を小さくすることができるとともに、ディスオーダ一を除去することがで

きる。

[0047] 図 4 は、実施の形態 1 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プロ

ファイルの別の一例を示す特性図である。上述 したように2 回目のプロ トン

照射位置を調整せずに、 1段目6 a のプロ トンピーク位置と2 段目6 b プロ

トンピーク位置との間に残るディス才一ダ一 7 に対 して4 回目のプロ トン照

射を行ってもよい。具体的には、図 1 ( a ) ， ( b ) に示すように 1 ~ 3

回目のプロ トン照射により 1 ~ 3 段目6 a ~ 6 c のプロ トンピークを形成す

る。 2 回目のプロ トン照射位置を調整 していない場合、図 1 ( b ) に示すよ

うに、 1段目6 a のプロ トンピーク位置と2 段目6 b のプロ トンピーク位置

との間にディス才一ダ一 7 が残る。

[0048] この 1段目6 a のプロ トンピーク位置と2 段目6 b のプロ トンピーク位置

との間に残るディス才一ダ一 7 にさらに4 回目のプロ 卜ン照射を行う。これ

により、図4 に示すように、 1段目6 a のプロ トンピーク位置と2 段目6 b

のプロ トンピーク位置との間に4 段目6 d のプロ トンピークが形成され、 n



型 F S 層 3 全体のデ ィス才一ダ一 7 を無 くすまたはデ ィス才一ダ一 7 の度合

いを小さ くすることができる。特 に限定 しないが、 このようにデ ィス才一ダ

— 7 の無い n 型 F S 層 3 の不純物濃度 プロフ ァイル を得た場合の、 4 回のプ

口 卜ン照射の具体的なィ才 ン注入条件の一例 を以下に示す。

[0049] 回 目のプロ 卜ン照射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 1 .

5 M e V および 1 X 1 0 13 / c m 2である。 2 回目のプロ トン照射の加速エネル

ギ一および ドーズ量は、それぞれ 1 . 1 M e V および 1 X 1 0 13 / c m 2である

。 3 回目のプロ トン照射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 0 .

8 M e V および 2 X 0 13 / c m 2である。 4 段 目 6 d のプロ トンピークを形成

するためのプロ トン照射 （すなわち 4 回目のプロ トン照射）の加速エネルギ

—および ドーズ量は、それぞれ に 4 M e V および 3 X 1 0 14/ c m 2である。

4 回目のプロ 卜ン照射の平均飛程は、例えば基板裏面か ら 6 m ~ 1 5 m

程度である。 プロ トン照射後のァニ一ル処理は、還元雰囲気中 （例えば水素

濃度 3 % の水素雰囲気、 も しくは水素を含む窒素雰囲気）において、 3 8 0

°C程度の温度で 5 時間程度 とするのが好ま しい。

[0050] 以上、説明 したように、実施の形態 1 によれば、 プロ トン照射の飛程 を上

記条件に設定 して複数回のプロ トン照射を行 う、 または、各 プロ トン照射に

より形成 されるプロ トンピーク間の距離が上記条件 となるように複数回のプ

口 卜ン照射を行 うことにより、従来方法のプロ 卜ン照射でシ リコン基板内に

大 きく生 じていたデ ィス才一ダ一を無 くす、 またはデ ィス才一ダ一の度合い

を素子特性 に悪影響が及ばない程度 に小さ くすることができる。その結果、

デ ィス才一ダ一が無いまたはデ ィス才一ダ一の度合いが小さい n 型 F S 層 を

形成することができ、不純物濃度 （キャ リア濃度）が大 きく低下 した部分の

無いまたは不純物濃度の低下が少ない所望のフィ一ル ドス 卜ップ機能を有す

る n 型 F S 層 を形成することができる。 これにより、漏れ電流などの特性低

下を抑えた F S 構造の半導体装置を製造することが可能 となる。

[0051 ] (実施の形態 2 )

図 5 は、実施の形態 2 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度 プロ



ファイル を示す特性図である。実施の形態 2 にかかる半導体装置の製造方法

が実施の形態 1 にかかる半導体装置の製造方法と異なる点は、デイスオーダ

— 1 7 を無 くすまたはディス才一ダ一 1 7 の度合いを小さくするための複数

回のプロ トン照射を、ディス才一ダ一 1 7 の領域中の基板裏面から深い位置

側から浅い位置側へ向かって順に行う点である。

[0052] 実施の形態 2 にかかる半導体装置の製造方法により作製される半導体装置

の構成は、実施の形態 1 と同様に例えば図 2 ( a ) に示す I G B T である。

実施の形態 2 にかかる半導体装置の n 型 F S 層 3 を形成するためのプロ トン

照射方法以外の製造方法は、実施の形態 1 にかかる半導体装置の製造方法と

同様である。このため、 n 型 F S 層 3 を形成するためのプロ トン照射方法に

ついてのみ説明する （実施の形態 3 においても同様）。

[0053] 実施の形態 2 にかかるプロ トン照射方法について具体的に説明する。図 5

( a ) ~ 5 ( c ) には、 1 ~ 3 回目のプロ トン照射およびァニール処理後の

n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロファイル を示す。図 5 ( a ) に示すように、

1 回目のプロ トン照射により基板裏面から所定の深さに 1段目 1 6 a のプロ

トンピークを形成することにより、実施の形態 1 と同様に、基板裏面と 1段

目 1 6 a のプロ トンピーク位置との間にディス才一ダ一 1 7 の領域 （点線で

囲む部分）が形成される。

[0054] そこで、 1 回目のプロ トン照射により形成されたディス才一ダ一 1 7 の分

布をS R法により測定する。そして、 1 回目のプロ 卜ン照射により形成され

たデイスオーダ一 1 7 の領域中の基板裏面から深めの位置 （例えば図 5 ( a

) に矢印で示す 2 段目照射位置）に2 回目のプロ トン照射を行う。これによ

り、図 5 ( b ) に示すように、ディス才一ダ一 1 7 の領域中の基板裏面から

深めの位置に2 段目 1 6 b のプロ トンピークが形成され、基板裏面から深め

の位置におけるディス才一ダ一 1 7 を無 くすまたはディス才一ダ一 1 7 の度

合いを小さくすることができる。

[0055] 基板裏面と2 段目 1 6 b のプロ トンピーク位置との間にディス才一ダ一 1

7 の領域が残った場合、基板裏面と2 段目 1 6 b のプロ トンピーク位置との



間に残ったディス才一ダ一 1 7 の領域に （例えば図 5 ( b ) に矢印で示す 3

段目照射位置）に3 回目のプロ トン照射を行う。これにより、図 5 ( c ) に

示すように、基板裏面から浅い位置に3 段目 1 6 c のプロ トンピークが形成

され、 n 型 F S 層 3 全体のディス才一ダ一 1 7 を無 くすまたはディス才一ダ

— 1 7 の度合いを小さくすることができる。

[0056] 上述 した実施の形態 2 にかかるプロ トン照射方法では、 3 回目のプロ トン

照射によって n 型 F S 層 3 全体のディス才一ダ一 1 7 が無 くなるまたはディ

スオーダ一 1 7 の度合いが小さくなる場合を例示 したが、基板裏面と3 段目

1 6 c のプロ トンピーク位置との間にディス才一ダ一 1 7 の領域が残った場

合には、基板裏面と3 段目 1 6 c のプロ トンピーク位置との間に残ったディ

ス才一ダ一 1 7 の領域中の深めの位置にさらに4 回目のプロ トン照射を行え

ばよい。

[0057] このように、基板裏面とm段目 1 6 n のプロ トンピーク位置との間にディ

ス才一ダ一 1 7 の領域が残った場合、この残ったディス才一ダ一 1 7 の領域

中の基板裏面から深めの位置にm + 回目のプロ トン照射を行うことを繰 り

返す （m = 1 ， , 、 n = a , b ， ；) 。これにより、基板裏面

から浅い位置側に残るディス才一ダ一 1 7 の領域を徐々に小さくする。特に

限定 しないが、ディス才一ダ一 1 7 の無い n 型 F S 層 3 の不純物濃度プロフ

ァィルを得た場合の、 3 回のプロ 卜ン照射の具体的なィ才ン注入条件の一例

を以下に示す。

[0058] 1 回目のプロ トン照射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 2 .

0 M e V (平均飛程 4 7 . 7 m ) および 3 X 1 O 13 / c m2である。 2 回目の

プロ 卜ン照射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 1 . 5 M e V (

平均飛程 3 0 . 3 m ) および 3 X 1 0 13 / c m2である。 3 回目のプロ トン照

射の加速エネルギーおよび ドーズ量は、それぞれ 0 . 5 M e V (平均飛程 6

. 0 m ) および 2 X 1 0 14 / c m 2である。プロ トン照射後のァニール処理は

、還元雰囲気中 （例えば水素濃度 3 %の水素雰囲気、もしくは水素を含む窒

素雰囲気）において、 3 8 0 °C程度の温度で 5 時間程度とするのが好ましい



。 プロ トン照射後のァニール処理条件は、要求される n 型 F S 層 3 の仕様 に

より、例えば 3 0 0 °C ~ 4 5 0 °C程度の温度で 1 ~ 1 0 時間程度 と してもよ

い。

[0059] 以上、説明 したように、実施の形態 2 によれば、実施の形態 1 と同様の効

果を得 ることができる。

[0060] (実施の形態 3 )

図 6 は、実施の形態 3 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度 プロ

ファイルを示す特性図である。実施の形態 3 にかかる半導体装置の製造方法

が実施の形態 1 にかかる半導体装置の製造方法 と異なる点は、デ イスオーダ

- 2 7 を無 くすまたはデ ィス才一ダ一 2 7 の度合いを小さ くするための複数

回のプロ トン照射を、デ ィス才一ダ一 2 7 の領域中の基板裏面か ら浅い位置

側か ら深い位置側へ向かって順 に行 う点である。

[0061 ] 実施の形態 3 にかかるプロ トン照射方法について具体的に説明する。図 6

( a ) ~ 6 ( c ) には、 1 ~ 3 回目のプロ トン照射およびァニール処理後の

n 型 F S 層 3 の不純物濃度 プロファイルを示す。図 6 ( a ) に示すように、

1 回目のプロ 卜ン照射により基板裏面か ら所定の深さに 1 段 目 2 6 a のプロ

トンピークを形成することにより、実施の形態 1 と同様 に、基板裏面 と 1 段

目 2 6 a のプロ トンピーク位置 との間にデ ィス才一ダ一 2 7 の領域 （点線で

囲む部分）が形成 される。

[0062] そこで、 1 回目のプロ 卜ン照射により形成 されたデ イスオーダ一 2 7 の領

域中の基板裏面か ら浅めの位置 （例えば図 6 ( a ) に矢印で示す 2 段 目照射

位置）に 2 回目のプロ トン照射を行 う。 これにより、図 6 ( b ) に示すよう

に、デ ィス才一ダ一 2 7 の領域中の基板裏面か ら浅めの位置に 2 段 目 2 6 b

のプロ トンピークが形成 され、 この位置におけるデ ィス才一ダ一 2 7 を無 く

すまたはデ ィス才一ダ一 2 7 の度合いを小さ くすることができる。

[0063] 1 段 目 2 6 a のプロ トンピーク位置 と 2 段 目 2 6 b のプロ トンピーク位置

との間にデ ィス才一ダ一 2 7 の領域が残 った場合、 1 段 目 2 6 a のプロ トン

ピーク位置 と 2 段 目 2 6 b のプロ トンピーク位置 との間に残 ったデ ィス才一



ダ一 2 7 の領域に （例えば図 6 ( b ) に矢印で示す 3 段目照射位置）に3 回

目のプロ トン照射を行う。これにより、図 6 ( c ) に示すように、 1段目2

6 a のプロ トンピーク位置と2 段目2 6 b のプロ トンピーク位置との間に3

段目2 6 c のプロ トンピークが形成され、 n 型 F S 層 3 全体のディス才一ダ

— 2 7 を無 くすまたはディス才一ダ一 2 7 の度合いを小さくすることができ

る。

[0064] 図 7 は、実施の形態 3 にかかる半導体装置の n 型 F S 層の不純物濃度プロ

ファイルの別の一例を示す特性図である。図 7 ( a ) ， 7 ( b ) に示すよう

に2 ，3 回目のプロ トン照射により2 ，3 段目2 6 b ， 2 6 c のプロ トンピ

—クを形成 した後に、 1段目2 6 a のプロ トンピーク位置と3 段目2 6 c の

プロ トンピーク位置との間にディス才一ダ一 2 7 の領域が残った場合、残つ

たディス才一ダ一 2 7 の領域 （例えば図 7 ( b ) に矢印で示す4 段目照射位

置）にさらに4 回目のプロ トン照射を行ってもよい。

[0065] 4 回目のプロ トン照射により、図 7 ( c ) に示すように、 1段目2 6 a の

プロ トンピーク位置と3 段目2 6 c のプロ トンピーク位置との間に4 段目2

6 d のプロ トンピークが形成され、 n 型 F S 層 3 全体のディス才一ダ一 2 7

を無 くすまたはディス才—ダ— 2 7 の度合いを小さくすることができる。

[0066] このように、m + 1 回目のプロ トン照射後に、 1段目2 6 a のプロ トンピ

—ク位置とm + 1段目2 6 n のプロ トンピーク位置との間にディス才一ダ一

2 7 の領域が残った場合、 1段目2 6 a のプロ トンピーク位置とm + 段目

6 n のプロ トンピーク位置との間のディス才一ダ一 2 7 の領域に対 してm

+ 2 回目のプロ トン照射を行う （m = 2 ，3 ， 、 n = b ， c ，

) 。 これにより、プロ トンピーク位置間に残るディス才一ダ一 2 7 の領域を

徐々に小さくする。

[0067] 以上、説明 したように、実施の形態 3 によれば、実施の形態 1 と同様の効

果を得ることができる。

[0068] (実施の形態 4 )

1段目のプロ トンピーク位置の好ましい位置について、以下に説明する。



図 1 1 は、 I G B T のターンオフ時の発振波形である。コレクタ電流が定格

電流の 1 / 1 0 以下の場合、蓄積キャリアが少ないために、ターンオフが終

わる手前で発振することがある。コレクタ電流をある値に固定 して、異なる

電源電圧V ccにて I G B T をターンオフさせる。このとき、 V ccがある所定の

値を超えると、コレクタ ェミッタ間電圧波形において、通常のオーバ一シ

ュ一 卜電圧のピーク値を超えた後に、付加的なオーバ一シュ一 卜が発生する

ようになる。そして、この付加的なオーバ一シュー ト （電圧）が トリガ一と

なり、以降の波形が振動する。 V ccがこの所定の値をさらに超えると、付加的

なオーバ一シュー ト電圧がさらに増加 し、以降の振動の振幅も増加する。こ

のように、電圧波形が振動を始める閾値電圧を発振開始閾値 V
RR
。と呼ぶ。この

V
RR
。が高ければ高いほど、 I G B T はターンオフ時に発振 しないことを示すの

で、好ましい。

[0069] 発振開始閾値 V
RR
。は、 I G B T の p 型べ一ス層と n - ドリフ 卜層との p n 接

合からn - ドリフ ト層を広がる空乏層 （厳密には、正孔が存在するので空間電

荷領域）が、複数のプロ トンピークのうち最初に達する 1段目のプロ トンピ

—クの位置に依存する。その理由は、次のとおりである。ターンオフ時に空

乏層が表面の P型べ一ス層からn - ドリフ 卜層を広がるときに、空乏層端が 1

つ目の n 型 F S 層に達することでその広がりが抑えられ、蓄積キヤリァの掃

き出しが弱まる。その結果、キャリアの枯渴が抑制され、発振が抑えられる

[0070] ターンオフ時の空乏層は、 p ベース層と n - ドリフ ト層との p n 接合からコ

レクタ電極に向かって深さ方向に沿って広がる。このため、空乏層端が最初

に達する n 型 F S 層のピーク位置は、 p n 接合に最も近い n 型 F S 層となる

。そこで、 n -型半導体基板の厚さ （ェミッタ電極とコレクタ電極とに挟まれ

た部分の厚さ）をW O、空乏層端が最初に達する n 型 F S 層のピーク位置の

、コレクタ電極と n -型半導体基板の裏面との界面からの深さ （以下、裏面か

らの距離とする）をX とする。ここで、距離指標 L を導入する。距離指標 L

は、下記の （1 ) 式であらわされる。



[0071 ] [ 数 1]

[0072] 上記 （1 ) 式に示す距離指標 L は、 ターンオフ時に、 コレクタ ' ェ ミッタ

間電圧 V CEが電源電圧 V ccとなるときに、 p n 接合か ら n - ドリフ 卜層 2 1 に広

がる空乏層 （空間電荷領域）の端部 （空乏層端）の、 p n 接合か らの距離 を

示す指標である。平方根の内部の分数の中で、分母はターンオフ時の空間電

荷領域 （簡単には、空乏層）の空間電荷密度 を示 している。周知のポアソン

の式は、 d ί V Ε = ρ / ε で表 され、 Ε は電界強度、 ρ は空間電荷密度で ρ

= q ( p - n + N d- N ) である。 q は電荷素量、 p は正孔濃度、 n は電子濃

度、 N dは ドナ一濃度、 N aはァクセプタ濃度、 ε は半導体の誘電率である。

[0073] この空間電荷密度 ρ は、 ターンオフ時に空間電荷領域 （空乏層）を駆 け抜

ける正孔の濃度 ρ と η - ドリフ 卜層の平均的な ドナ一濃度 N d mで記述され、

電子濃度はこれ らよりも無視できるほど低 く、 ァクセプタが存在 しないため

、 = q ( p + N d m ) と表すことができる。 このときの正孔濃度 p は、 I

G B T の遮断電流によって決 まり、特 に素子の定格電流密度が通電 している

状況を想定するため、 P = J F/ ( q v t ) で表 される。 J Fは素子の定格電流

密度、 v satはキ ヤ リァの速度が所定の電界強度で飽和 した飽和速度である。

[0074] 上記ポアソンの式を距離 X で 2 回積分 し、電圧 V と して E = _ g r a d V

(周知の電界 E と電圧 V との関係）であるため、境界条件を適当にとれば、

V = ( / 2 ) ( ρ / ε ) X 2 となる。 この電圧 V が、定格電圧 B V の 1 / 2

と したときに得 られる空間電荷領域の長さ X を、上記の距離指標 L と してい

る。その理由は、インバーター等の実機では、電圧 V となる動作電圧 （電源

電圧）を、定格電圧の半値程度 とするためである。 F S 層は、 ドー ピング濃

度 を η - ドリフ 卜層よりも高濃度 とすることで、 ターンオフ時に広がる空間電



荷領域の伸びを、 n 型 F S 層において広がり難 くする機能を有する。 I G B

T のコレクタ電流がM 0 S ゲ一 卜のオフにより遮断電流から減少を始めると

きに、空乏層が最初に達するF S 層のピーク位置が、この空間電荷領域内に

あれば、蓄積キャリアが n - ドリフ ト層に残存 した状態で、空間電荷領域の伸

びを抑えることができるので、残存キヤリァの掃出しが抑えられる。

[0075] 実際のターンオフ動作は、例えば I G B T モジュールを周知の PWMイン

バーターでモータ一駆動するときには、電源電圧や遮断電流が固定ではなく

可変である。よって、このような場合では、空乏層が最初に達する n 型 F S

層のピーク位置の好ましい位置に、ある程度の幅を持たせる必要がある。発

明者 らの検討の結果、空乏層が最初に達する n 型 F S 層のピーク位置の裏面

からの距離X は、図 1 3 に示すようになる。図 1 3 は、本発明にかかる半導

体装置において空乏層が最初に達するF S 層の位置条件を示す図表である。

図 1 3 には、定格電圧が 6 0 0 V ~ 6 5 0 0 V のそれぞれにおいて、最初に

空乏層端が達する n 型 F S 層のピーク位置の裏面からの距離X を示す。ここ

で、X = W O — ァL とおき、ァは係数である。このァを、 0 . 7 ~ 1 . 6 ま

で変化させたときのX を示 している。

[0076] 図 1 3 に示すように、各定格電圧では、素子 （I G B T ) が定格電圧より

も 1 0 %程度高い耐圧を持つように、安全設計をする。そして、オン電圧や

ターンオフ損失がそれぞれ十分低 くなるように、図 1 3 に示すように n -型半

導体基板の総厚 （研削等によって薄 くした後の仕上がり時の厚さ）および n -

ドリフ ト層の平均的な比抵抗とする。平均的とは、 F S 層を含めた n - ドリフ

卜層全体の平均濃度および比抵抗である。定格電圧によって、定格電流密度

も図 1 3 に示 したような典型値となる。定格電流密度は、定格電圧と定格電

流密度との積によって決まるェネルギ一密度が、およそ一定の値となるよう

に設定され、ほぼ図 1 3 に示す値のようになる。これらの値を用いて上記 （

1 ) 式に従い距離指標 L を計算すると、距離指標 L は図 1 3 に記載 した値と

なる。最初に空乏層端が達する n 型 F S 層のピーク位置の裏面からの距離X

は、この距離指標 L に対 してァを0 . 7 ~ 1 . 6 とした値を n -型半導体基板



の厚さw oから引いた値となる。

[0077] これら距離指標 L および n -型半導体基板の厚さW Oの値に対 して、ターン

才フ発振が十分抑えられるような、最初に空乏層端が達するF S 層のピーク

位置の裏面からの距離X は、次のようになる。図 9 は、電圧波形が振動を始

める閾値電圧について示す特性図である。図 9 には、このァに対する、 V
RR0
の

依存性を、典型的ないくつかの定格電圧 （6 0 0 V 、 1 2 0 0 V 、 3 3 0 0

V ) について示す。ここで、縦軸は、 V
RR
。を定格電圧V rateで規格化 した値と

する。 3 つの定格電圧ともに、ァが 1 . 4 以下でV
RR
。が急激に高くできること

が分かる。ァが 0 . 8 ~ 1 . 3 の範囲で、いずれの定格電圧もV
RR
。を十分高く

できる領域である。より好ましくは、ァが 0 . 9 ~ 1 . 2 の範囲であれば、

V
RRQ
を最も高くできる。

[0078] この図 9 で重要な点は、いずれの定格電圧においても、 V
RR
。を十分高くでき

るァの範囲は、ほぼ同 じ （0 . 8 ~ 1 . 3 ) ことである。これは、空乏層が

最初に到達する n 型 F S 層のピーク位置の裏面からの距離X の範囲を、W 0

- L (すなわちァ= 1 ) を中心にとすることが最も効果的なためである。こ

の特徴は、定格電圧と定格電流密度との積が略一定となることに起因する。

そのため、最初に空乏層端が達する n 型 F S 層のピーク位置の裏面からの距

離X を上記範囲とすることで、ターンオフ時に I G B T は蓄積キヤリァを十

分残存させることができ、ターンオフ時の発振現象を抑えることができる。

したがって、いずれの定格電圧においても、最初に空乏層端が達する n 型 F

S 層のピーク位置の裏面からの距離X は、距離指標 L の係数 γ を上述の範囲

とすることがよい。これにより、ターンオフ時の発振現象を効果的に抑制で

きる。

[0079] 上記のァの範囲を満たすように、空乏層が最初に達するF S 層のピーク位

置の裏面からの距離X を有する η 型 F S 層を実際にプロ トン照射で形成する

には、プロ トンの加速エネルギーを、以下に示す図 1 2 の特性グラフから決

めればよい。

[0080] 発明者 らは鋭意研究の結果、プロ トンの飛程 R p ( n 型 F S 層のピーク位



置） と、 プロ トンの加速エネルギー E について、 プロ トンの飛程 R p の対数

I o g ( R p ) を x 、 プロ トンの加速エネルギー E の対数 I o g ( E ) を y

とすると、下記 （2 ) 式の関係があることを見出 した。

[0081 ] y = - 0 . 0 0 4 7 x 4+ 0 . 0 5 2 8 x 3 - 0 . 2 2 x 2+ 0 . 9 9 2 3

x + 5 . 0 4 7 4 ( 2 )

[0082] 上記 （2 ) 式を示す特性 グラフを図 1 2 に示す。図 1 2 は、本発明にかか

る半導体装置のプロ トンの飛程 とプロ トンの加速エネルギーとの関係 を示す

特性図である。図 1 2 には、 プロ トンの所望の飛程 を得 るためのプロ トンの

加速エネルギーを示す。図 1 2 の横軸はプロ トンの飛程 R p の対数 I o g (

R p ) であ り、 I o g ( R p ) の軸数値の下側の括弧内に対応する飛程 R p

( m ) を示す。 また、縦軸はプロ トンの加速エネルギー Ε の対数 I o g (

E ) であ り、 I o g ( E ) の軸数値の左側の括弧内に対応するプロ トンの加

速エネルギー E を示す。上記 （2 ) 式は、 プロ トンの飛程 R p の対数 I o g

( R p ) と加速エネルギーの対数 I o g ( E ) との各値 を x ( = I o g ( R

p ) ) の 4 次の多項式でフィッテ ィングさせた式である。

[0083] なお、上記のフィッテ ィング式を用いて所望のプロ トンの平均飛程 R p か

らプロ トン照射の加速エネルギー E を算出 設定 し、 プロ トンをシ リコンに

注入 した場合の、実際の加速エネルギー E ' と実際に広が り抵抗 （S R ) 測

定法等によって得 られた平均飛程 R P ' ( プロ トンピーク位置） との関係は

、以下のように考 えればよい。加速エネルギーの算出値 E に対 して、実際の

加速エネルギー E ' が E ± 5 %程度の範囲にあれば、実際の飛程 R p ' も所

望の R p に対 して ± 5 %程度の範囲に収 まり、測定誤差の範囲内となる。そ

のため、実際の平均飛程 R p ' の R p か らのバラつきが、 I G B T の電気的

特性へ与える影響は、無視できる程度 に十分小さい。 よって、実際の加速ェ

ネルギ一 E ' が算出値 E ± 5 % の範囲にあれば、実際の平均飛程 R p ' は実

質的に設定 どお りの R p であると判断することができる。実際の加速器では

、加速エネルギー E と飛程 R p はいずれも上記の範囲 （± 5 % ) に収 まり得

るので、 E ' と R p ' は、所望の R p と算出値 E で表 される上述のフイツテ



イング式に従っていると考えて、全 く差支えない。

[0084] 上記 （2 ) 式を用いることにより、所望のプロ トンの飛程 R p を得るのに

必要なプロ トンの加速エネルギー E を求めることができる。上述 した F S 層

を形成するためのプロ トンの各加速エネルギー E も、上記 （2 ) 式を用いて

おり、実際に上記の加速エネルギーでプロ トンを照射 した試料を周知の広が

り抵抗測定法 （S R法）にて測定 した実測値ともよく

—致する。 したがって、上記 （2 ) 式を用いることで、極めて精度よく、プ

口 トンの飛程 R p に基づいて必要なプロ トンの加速エネルギー E を予測する

ことが可能となった。

[0085] 以上、説明 したように、実施の形態 4 によれば、実施の形態 1 と同様の効

果を得ることができる。

[0086] 以上において本発明では、 I G B T を例に説明 しているが、これに限らず

、ダイオー ドなどにも適用することができる。また、本発明は、例えば耐圧

6 0 0 V 、 1 2 0 0 V 、 1 7 0 0 V 、 3 3 0 0 V 、 4 5 0 0 V および 6 0 0

0 V などの半導体装置に適用可能である。

産業上の利用可能性

[0087] 以上のように、本発明にかかる半導体装置および半導体装置の製造方法は

、コンバータ一、インバーターなどの電力変換装置などに使用されるパワー

半導体装置に有用である。

符号の説明

[0088] n - ドリフ ト層 （高抵抗半導体層）

2 n +ェミッタ層

3 n 型 F S 層

4 p コレクタ層

6 a , 6 a , 2 6 a 1段目

6 b ， 1 6 b ， 2 6 b 2 段目

6 1 6 c ， 2 6 c 3 段目

6 d , 2 6 d 4 段目



デ イスオーダ一

I G B T



請求の範囲

n 型半導体基板の一方の主面側 に設 け られた耐圧保持用 p n 接合 と

、前記 n 型半導体基板の他方の主面側の内部 に設 け られ、かつ前記 n

型半導体基板 よ りも低抵抗な、前記耐圧保持用 p n 接合か らの空乏層

の広が りを抑 えるための n 型 フィール ドス トップ層 と、 を備 えた半導

体装置の製造方法であ って、

前記 n 型半導体基板の他方の主面か ら複数回のプロ 卜ン照射 を繰 り

返 し行い、前記 n 型半導体基板の他方の主面側の内部 に前記 n 型 フィ

—ル ドス 卜ップ層 を形成するプロ 卜ン照射工程 を含み、

前記 プロ トン照射工程では、前記 プロ トン照射 を繰 り返す毎 に、前

回の前記 プロ トン照射で残 されたデ ィスオーダ一による移動度低下を

補償するように次回の前記 プロ 卜ン照射 を行 うことを特徴 とする半導

体装置の製造方法。

前記 プロ トン照射工程では、前回の前記 プロ トン照射の照射深 さよ

りも次回の前記 プロ 卜ン照射の照射深 さを浅 くすることを特徴 とする

請求項 1 に記載の半導体装置の製造方法。

前記 プロ トン照射工程では、 2 回 目以降の前記 プロ トン照射 を、 そ

の 1 回前の前記 プロ 卜ン照射 によ り形成 された前記デ ィス才一ダ一の

位置 に基づいて前記 プロ トン照射 を繰 り返す ことを特徴 とする請求項

に記載の半導体装置の製造方法。

前記 プロ トン照射工程では、 2 回 目以降の前記 プロ トン照射 によ り

形成 される不純物濃度分布の ピークによって、 1 回 目の前記 プロ トン

照射 によ り形成 される前記デ ィス才一ダ一によ り不純物濃度が低 くな

つた部分が補償 されるように、前記 プロ トン照射の加速エネルギーお

よび ドーズ量 を調節することを特徴 とする請求項 3 に記載の半導体装

置の製造方法。

前記 プロ トン照射工程では、前回の前記 プロ トン照射後 にデ ィス才

—ダ一によ り最 も移動度が低下 している深 さを、次回の前記 プロ トン



照射の照射深 さとすることを特徴 とする請求項 1 に記載の半導体装置

の製造方法。

[ 請求項 6] 前記 プロ トン照射の加速エネルギー E の常用対数値 I o g ( E ) を

y と し、前記 プロ トン照射の前記他方の主面か らの平均飛程 R p の常

用対数値 l o g ( R p ) を X と した ときに、 y = — 0 . 0 0 4 7

+ 0 . 0 5 2 8 x 3 - 0 . 2 2 x 2+ 0 . 9 9 2 3 x + 5 . 0 4 7

4 を満たす ことを特徴 とする請求項 1 に記載の半導体装置の製造方法

[ 請求項 7 ] 前記半導体装置がダイオー ドまたは I G B T であることを特徴 とす

る請求項 1 ~ 6 のいずれか一 つ に記載の半導体装置の製造方法。

[ 請求項 8 ] n 型半導体基板の一方の主面側 に設 け られた耐圧保持用 p n 接合 と

前記 n 型半導体基板の他方の主面側の内部 に設 け られ、かつ前記 n

型半導体基板 よ りも低抵抗な、前記耐圧保持用 p n 接合か らの空乏層

の広が りを抑 えるための n 型 フィ一ル ドス 卜ップ層 と、

を備 え、

前記 n 型 フィール ドス トツプ層は、前記 n 型半導体基板の深 さ方向

の異なる位置 に複数の不純物濃度 ピークを有する不純物濃度分布 をな

し、

複数の前記不純物濃度 ピークの うち、最 も前記 n 型半導体基板の一

方の主面側の前記不純物濃度 ピークは、前記 n 型半導体基板の他方の

主面か ら 1 5 m以上の深 さに位置 し、

前記 n 型 フ ィール ドス トツプ層の前記不純物濃度 ピ一クの位置 と前

記 n 型半導体基板の他方の主面 との距離 は、 当該不純物濃度 ピークの

前記 n 型半導体基板の一方の主面側 に隣 り合 う前記不純物濃度 ピーク

の位置 と前記 n 型半導体基板の他方の主面 との距離の半分以上である

ことを特徴 とする半導体装置。

[ 請求項 9] 複数 の前記不純物濃度 ピークの うち、最 も前記 n 型半導体基板の他



方の主面側の前記不純物濃度 ピークは、前記 n 型半導体基板の他方の

主面か ら 6 m以上 1 5 m以下の深 さに位置することを特徴 とする

請求項 8 に記載の半導体装置。



補正 された請求の範囲
[ 2013 年4月30 日 （30.04.2013 ) 国際事務局受理 ]

[ 請 求 項 1 ] n 型 半導 体基 板 の 一 方 の 主 面側 に設 け られ た 耐 圧 保 持 用 p n 接 合 と、

前 記 n 型 半 導 体 基板 の他 方 の 主 面 側 の 内部 に設 け られ 、 か つ 前 記 n 型 半導 体 基 板 よ り

も低抵 抗 な 、前 記 耐圧 保 持 用 P n 接 合 か らの空 乏層 の広 が りを抑 え るた めの n 型 フ ィ

ー ル ドス トップ層 と、 を備 えた 半 導 体 装 置 の製 造 方 法 で あ っ て 、

前記 n 型 半導 体 基 板 の他 方 の 主 面 か ら複 数 回 の プ ロ トン 照 射 を繰 り返 し行 い 、前 記

n 型 半 導 体 基板 の他 方 の 主 面側 の 内部 に前 記 n 型 フ ィ 一 ル ドス トップ層 を形 成 す るプ

口 トン 照射 工程 を含 み 、

前 記 プ ロ トン照射 工程 で は 、 前 記 プ ロ トン照 射 を繰 り返 す 毎 に 、前 回 の前 記 プ ロ ト

ン 照射 で残 され た デ イ ス オ ー ダー に よ る移 動 度 低 下 を補 償 す る よ うに次 回 の前 記 プ ロ

トン 照 射 を行 うこ とを特徴 とす る半導 体 装 置 の製 造 方 法 。

[ 請 求 項 2 ] 前 記 プ ロ トン照射 工程 で は 、前 回 の前 記 プ ロ トン照射 の照射 深 さ よ り

も次 回 の前 記 プ ロ トン照 射 の照 射 深 さを浅 くす る こ とを特 徴 とす る請 求 項 1 に記 載 の

半導 体 装 置 の製 造 方 法。

[ 請 求 項 3 ] 前 記 プ ロ トン照射 工程 で は 、 2 回 目以 降 の前 記 プ ロ トン照 射 を、 そ の

1 回前 の前 記 プ ロ トン 照射 に よ り形 成 され た前 記 デ ィ ス オ ー ダ一 の位 置 に基 づ い て 前

記 プ ロ トン 照射 を繰 り返 す こ とを特 徴 とす る請 求項 2 に記 載 の半導 体 装 置 の製 造 方 法

[ 請 求 項 4 ] 前 記 プ ロ トン 照 射 工程 で は 、 2 回 目以 降 の前 記 プ ロ トン 照射 に よ り形

成 され る不 純物 濃 度 分布 の ピー ク に よ って 、 1 回 目の前 記 プ ロ トン 照射 に よ り形 成 さ

れ る前 記 デ ィス オ ー ダー に よ り不 純 物 濃 度 が低 くな った 部 分 が補 償 され る よ うに 、 前

記 プ ロ トン照射 の加 速 エ ネル ギー お よび ドー ズ量 を調 節 す る こ とを特 徴 とす る請 求 項

3 に記 載 の 半導 体 装 置 の製 造 方 法 。

[ 請 求 項 5 ] 前 記 プ ロ トン 照 射 工程 で は 、前 回 の前 記 プ ロ トン 照射 後 にデ ィ ス ォ ー

ダ一 に よ り最 も移 動度 が低 下 して い る深 さを、次 回 の前 記 プ ロ トン照 射 の 照 射 深 さ と

す る こ とを特徴 とす る請 求 項 1 に記 載 の 半 導 体 装 置 の製 造 方 法。

[ 請 求 項 6 ] 前 記 プ ロ トン 照 射 の加 速 エ ネ ル ギー E の 常用 対 数 値 1 o g ( E ) を y

と し、前 記 プ ロ トン 照射 の前 記 他 方 の主 面 か らの平 均 飛 程 R p の 常用 対数 値 1 o g (

補正された用紙 （条約第19条）



R p ) を x と した とき に 、 y = — 0 . 0 0 4 7 x 4 + 0 . 0 5 2 8 x - 0 . 2 2 1

1 x 2 + 0 . 9 9 2 3 x + 5 . 0 4 7 4 を満 た す こ とを特 徴 とす る請 求 項 1 に記 載 の

半 導 体 装 置 の製 造 方 法。

[ 請 求 項 7 ] 前 記 半 導 体 装 置 が ダイ ォ ー ドま た は I G B T で あ る こ とを特 徴 とす る

請 求項 1 〜 6 の いず れ か一 つ に記 載 の 半導 体装 置 の製 造 方 法。

[ 請 求項 8 ] n 型 半導 体 基 板 の一 方 の主 面側 に設 け られ た耐圧 保 持 用 p n 接 合 と、

前 記 n 型 半導 体基 板 の他 方 の主 面側 の 内部 に設 け られ 、 かつ 前 記 n 型 半 導 体 基 板 よ

りも低 抵 抗 な、前記 耐圧 保 持 用 p n 接 合 か らの 空 乏 層 の 広 が りを抑 え るた め の n 型フ

ィ一ル ドス トップ層 と、

を備 え、

前 記 n 型 フ ィ一 ル ドス トップ層 は、前 記 n 型 半 導 体 基 板 の深 さ方 向 の異 な る位 置 に

複 数 の不 純 物濃 度 ピー ク を有 す る不純 物 濃 度 分 布 を な し、

複 数 の前 記 不 純物 濃 度 ピー クの うち、最 も前 記 n 型 半 導 体 基板 の一 方 の 主 面 側 の前

記 不 純 物 濃 度 ピー クは 、 前 記 n 型 半導 体 基 板 の他 方 の 主 面 か ら 1 5 以 上 の深 さに

位 置 し、

前 記 η 型 ブ イ ー ル ドス トップ層 の前 記 不 純 物 濃 度 ピー ク の 位 置 と前 記 η 型 半導 体 基

板 の他 方 の主面 との距 離 は 、 当該 不純 物 濃 度 ピ 一 クの前 記 η 型 半導 体 基 板 の 一 方 の主

面側 に隣 り合 う前 記 不 純 物 濃 度 ピー ク の 位 置 と前 記 η 型 半導 体 基 板 の他 方 の 主 面 との

距 離 の 半分 以上 で あ る こ とを特 徴 とす る半 導 体 装 置 。

[ 請 求 項 9 ] 複 数 の前 記 不 純 物 濃 度 ピー ク の うち、最 も前 記 η 型 半 導 体 基 板 の他 方

の 主 面 側 の前 記 不 純 物 濃 度 ピー クは、 前 記 η 型 半導 体 基 板 の他 方 の主 面 か ら 6 以

上 1 5 m 以 下 の深 さに位 置 す る こ とを特 徴 とす る請 求 項 8 に記 載 の 半 導 体 装 置。

[ 請 求 項 1 0 ] (追 加 ） 前 記 n 型 フ ィ ー ル ドス ト ッ プ 層 は 、 プ ロ トン照 射 に よ り前

記 n 型 半導 体 基板 の 内部 に形 成 され た結 晶 欠 陥 が ドナ ー 化 され て な る領 域 で あ り、

前 記 n 型 フ ィ ー ル ドス トッ プ 層 は、 前 記 不 純 物 濃 度 ピ ー ク とな る第 1 箇 所 と、前記

第 1 箇所 か ら前 記 n 型 半 導 体 基 板 の両 主 面側 に 向 か って低 下す る濃 度 勾 配 を もつ第 2

箇 所 とか らな る前 記 不 純 物 濃 度 分布 を有 し、

オ フ 時 に前 記 耐 圧 保 持 用 p n 接 合 か ら広 が る空 乏層 の端 部 の、 前 記 耐圧 保 持 用 p n
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接合か らの距離 を示す距離指標 を下記 （1 ) 式 とし、前記 n 型半導体基板 の厚 さをW

0 としたときに、前記 n 型 フィール ドス トップ層の、前記空乏層が最初に到達す る前

記不純物濃度 ピー クの位置の、前記 n 型半導体基板 の他方の主面か らの距離 X は、W

0 — 1 . 4 L ≤ X ≤ W 0 - 0 . 8 L を満たす ことを特徴 とす る請求項 8 または 9 に記

載の半導体装置。

[ 数 1 ]

ただ し、 V r a t e は定格電圧、 s は半導体の誘電率、 q は電荷素量、 J F は定格電

流密度、 V s a t はキ ャ リア の飽和速度、 N d は n 型半導体基板の平均的な ドナー濃度

である。

[ 請求項 1 1 ] (追加） 前記距離 X は、W 0 — 1 . 3 L ≤ X ≤ W O - 0 . 8 L を満

たす ことを特徴 とす る請求項 1 0 に記載の半導体装置。

[ 請求項 1 2 ] (追加） 前記距離 X は、W O — 1 . L ≤ X ≤ W O - 0 . 9 L を満

たす ことを特徴 とす る請求項 1 1 に記載の半導体装置。

補正された用紙 （条約第19条 )



条約第 1 9 条 （1 ) に基づ く説明書

請求の範囲第 1 〜 9 項は、出願時の請求の範囲第 1 〜 9 項です。

また、請求の範囲第 1 0 〜 1 2 項 は、出願時の明細書の段落 0 0 6 8 〜 0 0 8 5 、図 9

1 1 3 の記載に基づ くものです。
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